
４　審議会等実施状況
開催
回数

会議
時間

H29
時間/回

（H29実績）
法令
必置

法令
任意

他 区分 名称

1 民生委員推薦会 2 0.5
福祉部

総合福祉課
常設 ● 規則

苫小牧市民生委員推薦会規則
（民生委員法）

3年 10 無 10

2 市営住宅入居者選考基準審議会 1 1.0
都市建設部

住宅課
常設 ● 条例 苫小牧市営住宅管理条例 2年 8 有 8 2

3 青少年問題協議会 2 1.0 健康こども部
こども支援課

常設 ● 条例
青少年問題協議会条例
（地方青少年問題協議会法）

2年 9 無 9

4 土地区画整理審議会
都市建設部
開発管理課

非常設 　 ● 規則
苫小牧市土地区画整理事業施行規程
（土地区画整理法）

5年 20 有

5 住居表示整備審議会 4 0.5
市民生活部

住民課
非常設 ● 条例 苫小牧市住居表示整備審議会条例

諮問から答
申までの間

16 有

6 建築審査会 2 1.0
都市建設部
建築指導課

常設 ● 条例
苫小牧市建築審査会条例
（建築基準法）

2年 7 無 7

7 特別職議員報酬等審議会 2 1.5
総務部

給与厚生課
常設 ● 条例 苫小牧市特別職議員報酬等審議会条例 2年 7 無 7 1

8 退職手当審査会
総務部

行政監理室
非常設 ● 条例 苫小牧市職員の退職手当に関する条例

諮問から答
申までの間

3 無

9 公務災害補償等認定委員会
総務部

給与厚生課
非常設 ● 条例

苫小牧市議会の議員等の公務災害補償等に
関する条例

3年 5 無

10 公務災害補償等審査会
総務部

給与厚生課
非常設 ● 条例

苫小牧市議会の議員等の公務災害補償等に
関する条例

3年 3 無

11 環境審議会 3 1.3
環境衛生部
環境保全課

常設 ● 条例 苫小牧市環境基本条例 2年 20 有 20 5

12 基本構想審議会 2 1.5
総合政策部
政策推進室
政策推進課

非常設 ● 条例 苫小牧市基本構想審議会条例
基本構想に
関する答申
まで

35 無

13 公営企業調査審議会 2 1.2
上下水道部

総務課
常設 ● 条例 苫小牧市公営企業審議会条例 2年 20 無 19 5

14 消費生活審議会 2 1.5
市民生活部

安全安心生活課
常設 ● 条例 苫小牧市消費生活条例 2年 15 無 12 2

（附属機関）（平成29年度）

委員等の
定数

一般公募
規定の有無

委員等の
現行人数

うち一般
公募人数

№ 名　　　　　　称
委員等
任期

設置根拠（関連法令等）
所　　管　　課

位置付審議会
等の設
置形態
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４　審議会等実施状況

1 民生委員推薦会

2 市営住宅入居者選考基準審議会

3 青少年問題協議会

4 土地区画整理審議会

5 住居表示整備審議会

6 建築審査会

7 特別職議員報酬等審議会

8 退職手当審査会

9 公務災害補償等認定委員会

10 公務災害補償等審査会

11 環境審議会

12 基本構想審議会

13 公営企業調査審議会

14 消費生活審議会

№ 名　　　　　　称
男

うち
公募

女
うち
公募

10年
未満

10年
以上

民生委員法により、「区域の実情に通ずる
者」と規定されていることから、公募は困難
と考える

8 2 9 1

現在の人数で妥当と思われるため、
これ以上の増員は考えていない

2 1 6 1 8

学識経験者において市内各団体等に広く委嘱
しており、公募する必要性がない

8 1 9
２号委員は任期満了のためH30.6.1に改選予定
１号委員（関係機関の公職についている者）も異動等の
ため一部変更予定

直近の委員等委嘱期間：H29.5.30～H29.10.12

法律・経済・建築・公衆衛生・行政に優れた
経験と知識が必要なため

6 1 6 1

6 1 1 6 1

扱う内容が公募になじまないため

扱う内容が公務災害の認定や補償金額等、専
門的な内容であり、公募になじまないため

扱う内容が公務災害の認定や補償金額等、専
門的な内容であり、公募になじまないため

定数20人のうち、各団体等からの推
薦による委員割合を考慮し、現在の
人数が妥当である

14 4 6 1 20

14 3 5 2 19

現在の割合で妥当と考えるため、こ
れ以上の増員の予定はない

6 1 6 1 12

男女構成（人）
公募委員を加えられない理由 備考公募委員の増員予定

在職年数（人）
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開催
回数

会議
時間

H29
時間/回

（H29実績）
法令
必置

法令
任意

他 区分 名称

委員等の
定数

一般公募
規定の有無

委員等の
現行人数

うち一般
公募人数

№ 名　　　　　　称
委員等
任期

設置根拠（関連法令等）
所　　管　　課

位置付審議会
等の設
置形態

15 廃棄物減量等推進審議会 3 0.8
環境衛生部

ゼロごみ推進室
ゼロごみ推進課

常設 ● 条例
苫小牧廃棄物の処理及び清掃に関する条例
（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）

2年 20 無 20 3

16 市民自治推進会議 2 1.8
総合政策部

協働・男女平等参画室
常設 ● 条例 苫小牧市自治基本条例 2年 10 有 10 3

17 男女平等参画審議会 3 1.5
総合政策部

協働・男女平等参画室
常設 ● 条例 苫小牧市男女平等参画推進条例 2年 10 有 10 3

18 行政改革推進審議会 5 1.3
総務部

行政監理室
常設 ● 条例 苫小牧市行政改革推進審議会条例 2年 15 有 14 3

19 情報公開・個人情報保護審査会 3 1.0
総務部

法務文書課
常設 ● 条例

苫小牧市情報公開・個人情報保護審査会条
例

2年 5 無 5

20 公設地方卸売市場運営審議会 3 1.5
産業経済部
産業振興室

公設地方卸売市場
常設 ● 条例 苫小牧市公設地方卸売市場条例 2年 17 有 15 1

21 障害程度区分認定等審査会 12 0.5
福祉部

障がい福祉課
常設 ● 条例

苫小牧市障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律施行条例
（障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律）

2年 10 無 5

22 介護認定審査会 164 0.5
福祉部

介護福祉課 常設 ● 条例
苫小牧市介護保険条例
（介護保険法）

2年 35 無 35

23 市民文化芸術審議会 1 1.0
教育部

生涯学習課
常設 ● 条例 苫小牧市民文化芸術振興条例 2年 10 有 10 1

24 福祉のまちづくり推進会議 2 1.5
福祉部

障がい福祉課
常設 ● 条例 苫小牧市福祉のまちづくり条例 2年 15 有 14 2

25 国民健康保険運営協議会 2 1.2
市民生活部

国保課
常設 ● 条例

苫小牧市国民健康保険条例
（国民健康保険法）

2年 10 有 10 1

26 苫小牧市中小企業振興審議会 5 2.0
産業経済部
産業振興室
商業観光課

常設 ● 条例 苫小牧市中小企業振興条例 2年 15 無 15 3

27 スポーツ推進審議会 2 1.5
総合政策部

スポーツ都市推進課
常設 ● 条例

苫小牧市スポーツ推進審議会条例
（スポーツ基本法）

2年 12 有 12 2

28 行政不服審査会
総務部

法務文書課
常設 ● 条例

苫小牧市行政不服審査法施行条例
（行政不服審査法）

3年 5 無 5

29 防災会議
市民生活部
危機管理室

常設 ● 条例
苫小牧市防災会議条例
（災害対策基本法）

2年 無 40
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№ 名　　　　　　称

15 廃棄物減量等推進審議会

16 市民自治推進会議

17 男女平等参画審議会

18 行政改革推進審議会

19 情報公開・個人情報保護審査会

20 公設地方卸売市場運営審議会

21 障害程度区分認定等審査会

22 介護認定審査会

23 市民文化芸術審議会

24 福祉のまちづくり推進会議

25 国民健康保険運営協議会

26 苫小牧市中小企業振興審議会

27 スポーツ推進審議会

28 行政不服審査会

29 防災会議

男
うち
公募

女
うち
公募

10年
未満

10年
以上

男女構成（人）
公募委員を加えられない理由 備考公募委員の増員予定

在職年数（人）

公募委員の人数制限はないため、定
数20人内で調整する

11 9 3 20

学識委員、市民活動団体推薦委員に
よる検討が必要であるため、増員は
難しい

6 4 3 10

社会のあらゆる分野で活躍している
市民を委員とするため、公募は総人
数のうち3人が妥当であることから、
これ以上の増員は難しい

5 1 5 2 10
H29.4.1付けで委員改選あり
H29.11.1付けで委員交代あり

公募委員枠を5人としており、H28年
度の委員改選では、選考基準を上回
る3人を委員としたところ。現在、増
員の予定はない

10 1 4 2 14

専門的な知識を必要とするため 2 3 5 H30年度 委員改選予定

10 5 1 15

障害支援区分の認定等を所掌しており、医
師、理学療法士等の専門職の知識を必要とす
るため

3 2 5

委員は保健・医療及び福祉に関する学識経験
者である必要があり、審査会も原則非公開で
行うため 26 9 28 7

平成30年5月頃の委員改選において公
募数の維持・増の検討

5 5 1 10 H30.6 委員改選予定

関係団体の推薦により福祉のまちづ
くりに係る各分野の有識者を確保し
た上で、公募委員を加える構成とし
ており、現状維持の予定

10 2 4 14

6 4 1 10 H31.1 委員改選予定（任期は3年となる）

条例・規則にて委員の定数を定めて
おり、増員の予定はない

11 1 4 2 15

現在増員の予定はない 9 1 3 1 12

専門的な知識を必要とするため 3 2 5

条例により、公共機関等職員を中心に委員を
構成しているため

39 1 40
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開催
回数

会議
時間

H29
時間/回

（H29実績）
法令
必置

法令
任意

他 区分 名称

委員等の
定数

一般公募
規定の有無

委員等の
現行人数

うち一般
公募人数

№ 名　　　　　　称
委員等
任期

設置根拠（関連法令等）
所　　管　　課

位置付審議会
等の設
置形態

30 国民保護協議会
市民生活部
危機管理室

常設 ● その他 国民保護法 2年 50 有 39

31 自然環境保全審議会 1 3.0
環境衛生部
環境生活課

常設 ● 条例 苫小牧市自然環境保全条例 2年 18 有 13 1

32 企業立地審議会
産業経済部
企業政策室

港湾・企業振興課
非常設 ● 条例 苫小牧市企業立地審議会条例 2年 25 無

33 都市計画審議会 4 1.5
総合政策部

まちづくり推進室
まちづくり推進課

常設 ● 条例
苫小牧市都市計画に関する条例
（都市計画法）

2年 15 有 15 2

34 子ども・子育て審議会 4 1.5 健康こども部
こども育成課

常設 ● 条例
苫小牧市子ども・子育て審議会条例
（子ども・子育て支援法）

2年
20人
以内

無 14 1

35 社会教育委員会議 6 1.5 教育部
生涯学習課

常設 ● 条例
苫小牧市社会教育委員設置条例
（社会教育法）

2年 10 有 10 2

36 学校給食共同調理場運営審議会 1 1.5
教育部

第2学校給食共同調理
場

常設 ● 条例 苫小牧市学校給食共同調理場条例 2年 12 有 12 2

37 文化財保護審議会 2 0.5 教育部
生涯学習課

常設 ● 条例
苫小牧市文化財保護条例
(文化財保護法)

2年 10 有 10 2

38 文化交流センター運営協議会 1 0.7 教育部
生涯学習課

常設 ● 条例 苫小牧市文化交流センター条例 2年 10 有 10 1

39 公民館運営審議会 1 1.0
教育部

勇払公民館 常設 ● 条例
苫小牧市公民館条例
(社会教育法)

2年 10 有 10 1

40 図書館協議会 1 1.0
教育部

生涯学習課
常設 ● 条例

苫小牧市図書館条例
(図書館法)

2年 10 有 10 1

41 美術博物館協議会 2 1.5
教育部

美術博物館
常設 ● 条例

苫小牧市美術博物館条例
(博物館法)

2年 10 有 10 1
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№ 名　　　　　　称

30 国民保護協議会

31 自然環境保全審議会

32 企業立地審議会

33 都市計画審議会

34 子ども・子育て審議会

35 社会教育委員会議

36 学校給食共同調理場運営審議会

37 文化財保護審議会

38 文化交流センター運営協議会

39 公民館運営審議会

40 図書館協議会

41 美術博物館協議会

男
うち
公募

女
うち
公募

10年
未満

10年
以上

男女構成（人）
公募委員を加えられない理由 備考公募委員の増員予定

在職年数（人）

法令により、公共機関等職員中心に委員を構
成しているため

37 2 39

11 2 1 10 3

専門知識を必要とすることから、公募になじ
まないため

現在の割合で妥当のため、増員の予
定はない

10 1 5 1 15 H30.9 委員改選予定

現在の割合で妥当のため、増員の予
定はない

7 7 1 14

現在の割合で妥当のため、増員する
予定はない

8 1 2 1 10 H30.6 委員改選予定

現在の割合で妥当のため、増員する
予定はない

7 5 2 12 H30.7 委員改選予定

現在の割合で妥当のため、増員する
予定はない

6 4 2 10

現在の割合で妥当のため、増員する
予定はない

6 1 4 10 H30.6 委員改選予定

次期委員改選時において1名とする予
定

4 6 1 10
図書館協議会委員を兼ねる。
H30年度から独自開催

現在の割合で妥当のため、増員する
予定はない

4 6 1 10 H30.6 委員改選予定

専門的知識を有する委員とのバラン
スを考慮し、協議会において決定す
る

7 3 1 10 H30.6 委員改選予定
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４　審議会等実施状況

開催
回数

会議
時間

H29
時間/回

（H29実績）
法令
必置

法令
任意

他 区分 名称

1 総合戦略推進会議 1 2.0
総合政策部
政策推進室
政策推進課

常設 ● 要綱 苫小牧市総合戦略推進会議設置要綱 2年
20人
以内

有 19 3

2 定住自立圏共生ビジョン懇談会 1 1
総合政策部
政策推進室
政策推進課

常設 ● 要綱 定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 2年
20人
以内

有 18 3

3 公共交通協議会 2 1.5
総合政策部

まちづくり推進室
まちづくり推進課

常設 ● 要綱 苫小牧市公共交通協議会要綱 2年 15 無 15

4 駅前広場再整備計画等策定協議会
総合政策部

まちづくり推進室
まちづくり推進課

常設 ● 要綱

苫小牧市駅前広場再整備計画等策定協議会
設置要綱
（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律）

再整備計画
策定まで

23 無 23

5
都市計画マスタープラン改定検討委
員会

2 1.5
総合政策部

まちづくり推進室
まちづくり推進課

常設 ● 要綱
苫小牧市都市計画マスタープラン改定検討
委員会設置要綱
（都市計画法）

都市計画マ
スタープラ
ン改定まで

10人
以内

無 6

6 航空機騒音対策協議会 2 2
総合政策部

まちづくり推進室
空港政策課

常設 ● 規約 苫小牧市航空機騒音対策協議会規約 2年 26 無 19

7 指定管理者選定等委員会 3 0.9
総務部

行政監理室
非常設 ● 要綱 苫小牧市指定管理者選定等委員会設置要綱

委嘱から
指定まで

5 無 5

8
（仮称）苫小牧市民ホール建設検討
委員会

5 2.0
市民生活部

市民ホール建設準備
室

常設 ● 要綱
（仮称）苫小牧市民ホール建設検討委員会
設置要綱

選任から
基本計画策
定まで

10 有

9
（仮称）苫小牧市民ホール建設に関
する専門部会

5 2.0
市民生活部

市民ホール建設準備
室

常設 ● 要綱
（仮称）苫小牧市民ホール建設に関する専
門部会設置要綱

選任から
基本計画策
定まで

10 有

10 苫小牧市空家等対策委員会
市民生活部
市民生活課

常設 ● 要綱
苫小牧市空家等対策委員会設置要綱
（空家等対策の推進に関する特別措置法）

2年 8 無

11 防犯のまちづくり懇話会 2 1.5
市民生活部

安全安心生活課
常設 ● 要綱 苫小牧市防犯のまちづくり懇話会設置要綱 2年

12人
以内

有 12 2

12 環境基本計画推進会議 2 1.3
環境衛生部
環境保全課

常設 ● 要綱 苫小牧市環境基本計画推進会議設置要綱 2年 15 有 14 6

13 廃棄物埋立処分場運営委員会
環境衛生部

ゼロごみ推進室
ゼロごみ推進課

非常設 ● 要綱
苫小牧市廃棄物埋立処分場運営委員設置要
綱

2年
10人
以内

無 8

14 老人ホーム入所判定委員会 4 1.0
福祉部

総合福祉課
常設 ● 要綱

苫小牧市老人ホーム入所判定委員会設置要
綱

2年 6 無 5

15 地域福祉計画推進委員会 1 0.5
福祉部

総合福祉課
常設 ● 要綱 苫小牧市地域福祉計画推進委員会設置要綱 2年 20 有 13 2

16 成年後見支援センター運営協議会 1 2.0
福祉部

総合福祉課
常設 ● 要綱

苫小牧市成年後見支援センター運営協議会
設置要綱

2年 無 無 7

17 地域自立支援協議会 1 1.5
福祉部

障がい福祉課
常設 ● 要綱

苫小牧市地域自立支援協議会設置要綱
（障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律）

2年 30 有 20 2

18 介護保険事業等運営委員会 2 1.2
福祉部

介護福祉課
常設 ● 要綱

苫小牧市介護保険事業等運営委員会設置要
綱

3年 15 有 15 3

19 地域包括支援センター運営協議会 4 1.2
福祉部

介護福祉課
常設 ● 要綱

苫小牧市地域包括支援センター運営協議会
設置要綱

2年 10 無 10

20 福祉有償運送運営協議会 1 1.0
福祉部

介護福祉課
常設 ● 要綱 福祉有償運送運営協議会設置要綱 2年 9 無 9

21
市立保育所民間移譲に係る事業者選
定委員会

健康こども部
こども育成課

非常設 ● 要綱
苫小牧市立保育所民間移譲に係る事業者選
定委員会設置要綱

委嘱から報
告まで

10人
以内

無

（その他の機関）（平成29年度）

№ 名　　　　　　称
委員等
任期

設置根拠（関連法令等）
所　　管　　課

位置付審議会
等の設
置形態

委員等の
定数

一般公募
規定の有無

委員等の
現行人数

うち一般
公募人数
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４　審議会等実施状況

1 総合戦略推進会議

2 定住自立圏共生ビジョン懇談会

3 公共交通協議会

4 駅前広場再整備計画等策定協議会

5
都市計画マスタープラン改定検討委
員会

6 航空機騒音対策協議会

7 指定管理者選定等委員会

8
（仮称）苫小牧市民ホール建設検討
委員会

9
（仮称）苫小牧市民ホール建設に関
する専門部会

10 苫小牧市空家等対策委員会

11 防犯のまちづくり懇話会

12 環境基本計画推進会議

13 廃棄物埋立処分場運営委員会

14 老人ホーム入所判定委員会

15 地域福祉計画推進委員会

16 成年後見支援センター運営協議会

17 地域自立支援協議会

18 介護保険事業等運営委員会

19 地域包括支援センター運営協議会

20 福祉有償運送運営協議会

21
市立保育所民間移譲に係る事業者選
定委員会

№ 名　　　　　　称
男

うち
公募

女
うち
公募

10年
未満

10年
以上

現時点では予定していない 15 2 4 1 19

現時点では予定していない 15 3 3 18

協議会の分科会に、詳細な議論をするために参
加いただいているため

分科会の構成人数が限られているため 15 15 協議会内分科会公募委員に、2人の女性在職している。

協議会の構成員は、複数の機関及び市民団体等
から委員推薦をいただいているため

23 23

都市計画に関する専門的な知識を必要とするた
め

5 1 6

町内会からの推薦が必要なため 19 12 7

取り扱う内容が専門的であり、公募になじまな
いため

5 5

H30.3 任期終了

H30.3 任期終了

学識経験者及び関係団体、町内会の複数の代表
者で構成されており、団体間の連携が必要とな
るため公募になじまない

H29 新規設置

6 1 6 1 12 H30年度 委員改選予定

公募委員の人数制限はないため、定員
15人内で調整する

9 2 5 4 14
委員等の定数に事務局含む
H29.4.1付けで委員1人について団体推薦依頼

廃棄物埋立処分場近隣住民の意見を反映させる
ため

8 6 2

構成員はその設置目的から要綱により意思等職
種を限定しているため

4 1 1 5

平成26年6月の委員改選において公募委
員人数を1人から2人に増員し、現状の
割合が妥当であるため

9 1 4 1 13

構成員は、その設置目的から成年後見制度に関
し専門的知識を有する者、関係団体代表者と限
定しているため。

6 1 7

関係団体の推薦により障がい者施策に
係る各分野の有識者を確保し、その上
で公募委員を加える構成としており、
現状維持の予定

13 2 7 20
左記開催回数は全体会（本会議）分の集計であり、幹事会・部
会等の活動を含めると、開催回数11回となる。謝礼基準にある
出席会議の区分は、幹事会・部会等の参加状況を踏まえたもの

要綱で委員定数を定めていることか
ら、増員は難しい

11 3 4 15

介護サービスや権利擁護等に関する知識が必要
となることから、関係団体からの推薦としてい
るため

7 3 9 1

公共交通機関等に関する知識を必要とすること
から、関係団体からの推薦としているため

7 2 9

社会福祉事業、財務等に関する専門的知識が必
要となるため

次回の保育所民間移譲の際には委員の選定、委嘱を再度
行う

男女構成（人）
公募委員を加えられない理由 備考公募委員の増員予定

在職年数（人）
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開催
回数

会議
時間

H29
時間/回

（H29実績）
法令
必置

法令
任意

他 区分 名称

№ 名　　　　　　称
委員等
任期

設置根拠（関連法令等）
所　　管　　課

位置付審議会
等の設
置形態

委員等の
定数

一般公募
規定の有無

委員等の
現行人数

うち一般
公募人数

22 青少年表彰選考委員会 2 0.5
健康こども部

青少年課
常設 ● その他 青少年表彰選考委員会設置要領 2年

8人
以内

無 6

23 予防接種健康被害調査委員会 1 1.0
健康こども部
健康支援課

常設 ● 要綱
苫小牧市予防接種健康被害調査委員設置要
綱

2年 5 無 5

24 献血推進協議会 1 1.0
健康こども部
健康支援課

常設 ● 要綱
苫小牧市献血推進協議会設置要綱
（安全な血液製剤の安定供給の確保等に関
する法律）

2年
20人
以内

無 20

25 食育推進協議会 2 1.8
健康こども部
健康支援課

常設 ● 要綱
苫小牧市食育推進協議会設置要綱
（食育基本法）

2年
15人
以内

有 14 1

26 健康づくり推進協議会 5 1.0
健康こども部
健康支援課

常設 ● 要綱
苫小牧市健康づくり推進協議会設置要綱
（健康増進法）

2年
15人
以内

有 15 2

27 テクノセンター運営委員会 1 1.5
産業経済部
企業政策室

テクノセンター
常設 ● 要綱 苫小牧市テクノセンター運営員会設置要綱 2年

10人
以内

無 5

28 技能功労者表彰選考委員会 1 1.0
産業経済部
企業政策室

工業・雇用振興課
常設 ● 要綱

苫小牧市技能功労者表彰選考委員会設置要
綱

2年 10 無 5

29 治験審査委員会 12 0.5
市立病院
薬剤部

常設 ● その他

苫小牧市立病院治験審査委員会業務手順書
（省令GCP第27・28号（平成9年3月27日付）
医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省
令）

1年 5～12 無 11

30
苫小牧市立病院新改革プラン評価委
員会

3 1.5
市立病院
経営管理課

常設 ● 要綱
苫小牧市立病院新改革プラン評価委員会設
置要綱

委嘱から
指定まで

7 無 7

31 特別支援教育振興委員会
教育部

学校教育課
非常設 ● 要綱 苫小牧市特別支援教育振興委員会運営要綱 1年 10 無

32 教育支援委員会 15 1.8
教育部

学校教育課・指導室
常設 ● 規則

苫小牧市就学指導委員会規則
（平成14年文科初第291号通知）

2年 無 無 48
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№ 名　　　　　　称

22 青少年表彰選考委員会

23 予防接種健康被害調査委員会

24 献血推進協議会

25 食育推進協議会

26 健康づくり推進協議会

27 テクノセンター運営委員会

28 技能功労者表彰選考委員会

29 治験審査委員会

30
苫小牧市立病院新改革プラン評価委
員会

31 特別支援教育振興委員会

32 教育支援委員会

男
うち
公募

女
うち
公募

10年
未満

10年
以上

男女構成（人）
公募委員を加えられない理由 備考公募委員の増員予定

在職年数（人）

町内会等の地域代表に委員の推薦を依頼してお
り、現状では公募の必要性はないとの認識のた
め

4 2 6 H30年度 委員改選予定

医師免許を必要とすることから、公募に馴染ま
ないため

医師免許を必要とするため増員は難し
い

5 5

専門的知識が必要であり、また関係団体との連
携が不可欠なため、一般公募になじまない

20 19 1 H30年度 委員改選予定

7 7 1 14 H30.2.1付けで公募委員1人が辞退したため、委員を変更

9 2 6 15

専門的な知識を必要とするため 5 5

学識経験者及び団体の代表者で構成しており、
公募になじまないため

5 4 1

個々の症例確認や情報漏えいに注意が必要であ
る等、一般公募は適さないため

8 3 7 4

取り扱う内容が専門的であり、公募になじまな
いため

5 2 7

専門性が必要であり、教育支援委員会等の組織
から選任するため
児童生徒の就学に関わる個人情報に基づく審議
を行うため

27 21 42 6
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